「空母艦載機の岩国移転案受け入れの可否」についての住民投票について

　本日岩国市の井原市長は厚木基地の空母艦載機を受け入れるかどうかについて、その賛否を問う住民投票を行うと発表した。

空母艦載機の移駐問題が起きて一年余、この間、岩国市として、議会として、また自治会連合会などが6万人の反対書名をあつめて国に対して「情報提供と中間報告に盛り込まないように」たびたび要請してきた。さらに県、市、由宇町の三者で33項目の質問書を提出した。ところが国はまともな回答をよこさないばかりか、1月22日開催された全員協議会で「修正も白紙撤回も考えていない。」と住民の不安や心配に答えないで行政、議会、住民の意思を踏みにじってはばかりない状況である。

　厚木の空母艦載機が移転してくれば、騒音被害にとどまらず米兵犯罪、墜落事故の危険に市民がさらされることになる。また、米軍再編は岩国基地が海兵隊とともに海軍の基地として運用され、海軍・海兵隊が共同して世界のどこへでも出かけていって、先制攻撃を行う任務を負うことは明確で、当面の一定の経済的利益という口実で、今以上の基地機能の強化と住民に犠牲を強いることは認めることが出来ない。

　ここで、主権者である市民の意思を投票によって確認することは当然です。

日本共産党東部地区委員会ならびに党市議団は、住民投票が圧倒的市民の参加で、空母艦載機の岩国移転反対投票が多数を占めるよう市民、住民団体の皆さんと力を合わせて奮闘することを誓うものです。
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